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フィリピンの移転価格税制
KPMGフィリピン　マニラ事務所

プリンシパル	 遠藤　容正
マネジャー	 矢冨　健太朗

2013年1月23日付けで、フィリピン内国歳入庁（BIR）の財務長官は、移転
価格に関する独立企業原則の適用についてのガイドラインを示すRevenue 
Regulations No. 02-2013 （RR No. 02-2013）を発布しました。RR No. 02-
2013は2013年2月より適用されています。
本稿ではフィリピンでの移転価格税制の導入の経緯に触れ、RR No. 02-
2013の内容を概観するとともに今後の対応について考えていきます。
なお本文中の意見は筆者の私見であることをお断りいたします。

【ポイント】
◦	�フィリピンの移転価格税制は、国外の関連者との取引のみならず、
国内の関連者との取引についても適用される。

◦	�関連者の定義に関して特定の資本持分比率（％）による基準は明示さ
れておらず、支配があれば適用されるとされている。

◦	�独立企業間価格の算定においては、OECDの移転価格ガイドライン
と同様に、最も適切な移転価格算定方法が用いられるとされ、具体
的には以下の算定方法が挙げられている。

	 ◦独立価格比準法
	 ◦再販売価格基準法
	 ◦原価基準法
	 ◦利益分割法
	 ◦取引単位営業利益法
◦	�相互協議、事前確認制度が設けられているものの、現段階では制度
の詳細について明らかにされていない。別途ガイドラインが公表さ
れる予定である。

◦	�同時文書化（Contemporaneousness）が要求されており、各年度の
税務申告期限までに、関連する文書を毎期作成していくことが必要
になるものと考えられる（税務申告時に提出不要）。
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CD移転価格ガイドラインに準拠してい
ることが明記されています。

2.	適用対象（Section 1、Section 4）

フィリピンの移転価格税制の対象と
なる取引は、海外およびフィリピン国内
の関連者との取引とされています。通
常、移転価格で問題になるのはクロ
スボーダー取引ですが、フィリピンで
は、国内の法人税免除などの優遇税
制の適用を受けている法人と適用を受
けていない法人との間の取引について
も、移転価格問題が生じる可能性があ
り、国内取引についても移転価格税制
の適用対象であることが明示されてい
ます。具体的にはBOIやPEZAによる
税務恩典により免税もしくは優遇税率
の適用を受けている企業と、通常の税
率で課税されている企業間の取引につ
いて移転価格税制の適用がある点に留
意が必要となります。

関連者の定義として、直接または間
接に、支配関係がある場合とされてお
り、その基準として、経営への参画、
事業のコントロール、資本関係が挙げ
られています（支配に関する資本持分
比率 （％）の基準はありません）。なお、
関連者は直接または間接の親子関係に
加えて、直接または間接の兄弟関係と
なる場合も含まれます。

Ⅰ.	移転価格税制導入の経緯

経済のグローバル化の進展と、多国
籍企業によるクロスボーダー取引の増
大による対応の必要性に加えて、各国
における税務当局の税収確保の有効
な手段の1つとして、移転価格税制の
導入、強化が世界的な潮流となってい
ます。

東南アジア諸国においては、シンガ
ポール、タイ、マレーシア、インドネシ
ア、ベトナムの各国が移転価格税制を
規定し、その執行が進められてきまし
た。フィリピンにおいても従来から移転
価格税制の準備が進められてきており、
2006年に移転価格規則の草案が作成
されていました。その後、当局の内部
通達が出されていたものの、正式な導
入に至っていませんでしたが、2013年
1月23日付けで、移転価格に関する独
立企業原則の適用についてのガイドラ
インを示すRevenue Regulations No. 
02-2013 （RR No. 02-2013） が発布さ
れ同年2月より適用されました。

移転価格税制の導入の背景に関して、
RR No. 02-2013に、以下のような記述
が見られ、諸外国と同様に移転価格
取引に対する課税強化が企図されてい 
ます。

◦	�劇的なグローバル取引の増加によ
り、各国の税収を減少させるよう
な有害な実務が発生している。

◦	�各国の税務当局に立ちはだかる

	� グローバル化による最も重要な国
際税務の問題は「移転価格」で
ある。

◦	�フィリピンにおいて、製品販売や
サービス提供取引の相当部分がグ
ループ内取引である一方、関連者
取引を行うグループ会社からの税
収は低下傾向にある。

◦	�税収の減少の一因として、グルー
プ企業が、グループ全体の税金コ
ストに着目して、税制の抜け穴を
利用して支払い税額を最小化しよ
うとしていることが考えられる。

◦	�通常、移転価格はクロスボーダー
の取引において問題となるが、法
人税免除を受けている場合など
は、国内取引においても移転価格
問題が生じる可能性がある。特に
フィリピンでは、Board of Invest- 
ments（BOI）やPhilippine Econo-
mic Zone Authority（PEZA）によ 
る税特典を受けている場合に、
国内取引に係る移転価格の問題
が発生する。

Ⅱ.	フィリピン移転価格税制の概要

RR No. 0 2-2 013は、Section 1か
らSection 17までの規定から構成され、
23ページにわたる規定となっています

（図表1参照）。

1.	�基礎概念（Section 2、Section 5）

RR No. 02-2013は独立企業原則に
基づく内容となっており、各規定はOE 

図表 1 ■ RR No. 02-2013の構成 

背景 Section  9 比較可能性に係る差異の調整 

Section 1 目的と範囲 Section 10 移転価格算定方法 

Section 2 本規定の趣旨 Section 11 事前確認制度および相互協議 

Section 3 税務当局の権限 Section 12 移転価格文書化 

Section 4 用語の定義 Section 13 ペナルティ 

Section 5 独立企業原則 Section 14 一時的条項 

Section 6 比較可能性分析 Section 15 分離条項 

Section 7 検証対象者の特定と適切な移転価格算定方法の選定 Section 16 取消条項 

Section 8 独立企業間価格の決定 Section 17 有効日 
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3.	�移転価格分析のアプローチ
（Section 5 ～ Section 8）

独立企業原則の適用に際して、以下
の3つのステップが示されています。

STEP1：比較可能性分析の実施
STEP2：�検証対象者の特定と適切

な移転価格算定方法の選
定

STEP3：独立企業間価格の決定

（１）	STEP1：比較可能性分析の実施
独立企業間価格は、関連者取引と

第三者の取引価格や利益率との比較
に基づくものであるとし、第三者の取
引価格や利益率との比較が意味のあ
るものとなるためには、比較可能性分
析が重要としています。当該比較可能
性分析に際して、比較可能性に影響
を与える要因として、①製品、サービ
ス、無形資産、②機能・リスク・資産
分析、③経済状況（Commercial and 
Economic Circumstances）が挙げられ
ています。

（２）	�Step 2：検証対象者の特定と適
切な移転価格算定方法の選定

検証対象者の特定と適切な移転価
格算定方法の選定について規定され
ています。移転価格分析に係る検証
対象者に関して、最も信頼性の高い比
較対象取引と算定方法が適用できる
者を検証することとされています。また、
移転価格算定方法の選定については、
事案の状況に最も適した方法（most 
appropriate method）を適用すること
とされています

なお、最適な方法の選択に際しては、
①各算定方法の長所と短所、②関連
者間取引の性質に照らした算定方法の
妥当性、③信頼できる情報の利用可
能性、④関連者間取引と非関連者間
取引の比較可能性の程度を考慮する必
要があるものとされています。

また、例外的なケースとして、比較
対象取引がない場合、十分な情報が

入手できない場合などには、別の産業
に属する比較対象会社を用いたり、特
定の移転価格算定方法の組み合わせ
や、その他のアプローチを用いて、関
連者間取引が独立企業原則に基づい
ているかを検証する場合があることに
ついて言及されています。納税者は移
転価格文書化を通じて、移転価格算
定方法の選定の理由を説明する必要が
あります。

加えて、移転価格算定方法の際に
用いる利 益 水 準 指 標（Profit Level 
Indicator, PLI）について例示されてお
り、①コストベースの指標として「コス
トプラス（＝売上総利益／売上原価）」

「総費用営業利益率」が、②売上ベー
スの指標として「売上総利益率」「売
上高営業利益率」が、③資産ベースの
指標として「総資産営業利益率」が示
されています。

（３）	�Step 3：独立企業間価格の決定
独立企業間価格の決定について規

定されています。ここでは、通常、独
立企業間価格として特定の価格や利
益率の一点に到達することは困難であ
り、移転価格分析の結果、価格幅（レ
ンジ）が生じることに言及し、独立企
業間価格の決定に際して、価格幅（レ
ンジ）の使用を認めています。

なお、関連者間取引の結果が独立
企業間レンジ内にある場合には移転価
格の調整は行われず、独立企業間レン
ジ外となる場合において納税者が独立
企業原則に基づく取引であったことを
証明できない場合、移転価格の調整
が行われるとしています。また、移転
価格調整の際には、独立企業レンジを
構成する比較対象取引が等しく信頼性
の高い場合には、レンジ内のいずれか
の点が用いられ、比較可能性に問題が
残る場合には中央値や平均値等が用い
られることがあるとしています。

4.	�比較可能性に係る差異の調整
（Section 9）

差異の調整とは、関連者間取引と比
較対象取引の比較に際して、両取引の
間に「差異」が認められる場合にはこれ
を調整してその影響を除外する計算を
行うことをいい、差異の調整には、数
値計算上の調整と機能・リスクに係る
調整が含まれます。

比較可能性を高めることとならない
ため、差異の調整を行うべきでない場
合として、以下が挙げられています。

◦	�当該差異が重要な影響を及ぼして
いない場合

◦	�差異の調整を実施しても比較可
能性が向上しない場合

◦	�差異の調整の影響が非常に大き
くなる場合（この場合、比較可能
性が十分でないと考えられる）

◦	�非常に主観的な差異の調整計算
となる場合（たとえば、製品の品
質の差異の調整等）

5.	移転価格算定方法（Section 10）

フィリピン移転価格税制において、
以下の5つの移転価格算定方法が規定
されています。なお、これらの方法は
OECD移転価格ガイドラインに規定さ
れている方法に準拠したものとなってい
ます。

◦	�独立価格比準法／Comparable 
Uncontrolled Price （CUP） 
Method

◦	�再販売価格基準法／ Resale 
Price Method （RPM）

◦	�原価基準法／Cost Plus Method 
（CPM）

◦	�利益分割法／ Profit Split 
Method （PSM）

◦	�取引単位営業利益法／
Transactional Net Margin 
Method （TNMM）
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今後、個別のガイドラインが、フィリピ
ン当局より示される予定であることが、
移転価格規則の中で言及されています。

7.	�移転価格文書化（Section 12）

RR No. 02-2013に お い て、 納 税
者は移転価格文書を作成する必要が
あることが明記されています。移転価
格文書の取扱いに関しては、納税者
は移転価格文書を作成、保持し、税
務当局の要求があった場合にのみ提
出する必要があることとされ、移転価
格文書は原則として毎期作成が必要

（Contemporaneous Documentation）
と解釈される規定となっています。なお、
移転価格文書に含まれる必要な文書と
して、図表2の文書化内容に示す内容
が挙げられています。

Ⅲ.	今後の対応

移転価格税制に係る関連規則が
2013年2月に導入されたことにより、今
後フィリピンにおける移転価格規則に
基づくコンプライアンス対応が必要とな
ります。

まずは移転価格税制の対象となるグ
ループ会社との取引の特定と、その取
引価格の設定方法を確認し、移転価
格税制上の観点からのリスクの有無や、
今後のフィリピンにおける対応方針を確
認することが有効と考えられます。特に、

独立価格比準法は、関連者間取引
の価格を第三者のそれと比較する方法
です。価格を直接比較する方法となる
ことから、比較対象取引との非常に高
い比較可能性が要求されます。

再販売価格基準法は、関連者間取
引に係る売上総利益率を検証する方法
であり、通常、製品を関連者から購入
し、第三者へ再販売する取引に適用さ
れる方法です。この方法は、販売会社
が製品に大きな価値を付加しないで再
販売するケースに最適な方法とされてい
ます。

原価基準法は、関連者に対して製品
やサービスを提供するサプライヤーのコ
ストに対するグロスマークアップ率を検
証する方法であり、通常、製品の製造、
組立、その他の生産を行い、関連者に
販売する取引、関連者に対してサービ
スを提供する取引に対して有効な方法
とされています。

利益分割法は、一連の関連者間取
引の連結利益の分割状況を検証する
方法であり、関連者間取引が相互に強
く関連しており、個別に検証を行うこと
が出来ない場合、ユニークな無形資産
が関連する場合などにおいて、第三者
間での比較対象取引がない場合に有
効となる方法とされています。利益分
割法については、OECD移転価格ガイ
ドラインの規定と同様に、残余利益分
割アプローチと、貢献度利益分割アプ
ローチが規定されています。

取引単位営業利益法は、関連者間

取引に係る営業利益の水準を検証する
方法です。再販売価格基準法や原価
基準法と同様に取引関連当事者の一方
の利益率を検証する方法ですが、売上
総利益ではなく営業利益を検証する点
が大きな相違点となっています。

6.	�事前確認制度および相互協議
（Section 11）

事前確認制度（ADVANCE PRIC-
ING ARRANGEMENTS、以 下「AP 
A」という）は、国外関連取引を行う納
税者が、税務当局と事前に移転価格
算定方法などの内容について合意を得
ることができる制度であり、納税者は
APAを取得することで移転価格調査や
これに伴う二重課税を避けることが可
能となります。

APAには、相手国の税務当局から
のみ確認を受ける一国内APAと、取
引相手国の当局も含めた二国間／多国
間APAがありますが、二国間／多国間
APAは相手国との相互協議の実施が
前提となります。そのため、フィリピン
における租税条約締結国との取引に限
定されることとなります。

移転価格課税が発生し、経済的二
重課税が発生した場合には、租税条
約締結相手国との相互協議（権限ある
当局同士による協議）を申請し、二重
課税の排除のための協議を求めること
ができます。

APAと相互協議の申請手続に関し、

図表 2 ■ 移転価格文書化内容 （Section 12） 

1 Organizational structure グループ組織構造

2 Nature of the business/industry and market conditions 事業の内容、産業・市場の状況

3 Controlled transactions 関連者間取引 

4 Assumptions, strategies, policies 前提条件、戦略、方針 

5 Cost contribution arrangements （CCA） 費用分担契約 

6 Comparability, functional and risk analysis 比較可能性分析、機能・リスク分析 

7 Selection of the transfer pricing method 移転価格算定方法の選定 

8 Application of the transfer pricing method 移転価格算定方法の適用 

9 Background documents 背景資料 

10 Index to documents 文書の索引 
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移転価格文書化規定が導入されたこと
から、移転価格文書作成への対応に
ついて、対象取引や対象年度など、今
後の方針の検討が必要となります。

フィリピンにおける関連者との取引に
関して、既に日本本社側にて移転価格
分析を行っている可能性も考えられるこ
とから、日本での分析状況等の確認や、
これらの内容を用いたフィリピンでの対
応の有効性等についての検討を行うこ
とが有用と考えられます。

本稿は、「ジェトロマニラ法務・税務
アップデート４月及び５月」に寄稿し
たものに、一部加筆したものです。

本稿に関するご質問等は、以下の者
までご連絡くださいますようお願いい
たします。

KPMGフィリピン
マニラ事務所
Tel: +63-2-885-7000（代表番号）

プリンシパル　遠藤　容正
Tel: +63-2-885-0604 
E-mail: yendo1@kpmg.com

マネジャー　矢冨　健太朗
Tel: +63-2-885-7000（Ext.317） 
E-mail: kyadomi2@kpmg.com

E-mail: kyadomi2@kpmg.com
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